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再エネ導入促進事業費補助金（物価高騰対策臨時交付金事業）交付要領 

 

 

（通則） 

第１条 再エネ導入促進事業費補助金（物価高騰対策臨時交付金事業）（以下「補助金」

という。）については、秋田県財務規則（昭和３９年秋田県規則第４号）及び秋田県産

業労働部クリーンエネルギー産業振興課関係補助金等交付要綱（以下「要綱」という。）

に定めるほか、この要領の定めるところによるものとする。  

 

（目的） 

第２条 この補助金は、自家消費型の発電設備や蓄電池等の設備導入に要する経費の一部

を補助することにより、県内企業のエネルギーコスト削減を促進し、競争力の強化を図

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 本事業においてＰＰＡモデルとは、補助対象事業者の施設内に第３者（以下「Ｐ

ＰＡ事業者」という。）が再生可能エネルギーによる発電設備を設置し、補助対象事業

者とＰＰＡ事業者が直接電力の供給契約（以下「ＰＰＡ契約」という。）を締結する形

態で、サービス料金が定額でなく、kWh あたりのサービス単価に電力使用量を乗じた金

額であるものをいう。 

 

（補助対象事業者） 

第４条 補助対象の事業者は、次に掲げる全ての事項に該当していないこと。  

 ア 国税又は地方税の滞納があるもの。ただし課税庁が認めた納入計画を立てているも

のを除く。 

 イ 秋田県又は公的金融機関（以下「債権者」という。）からの融資（間接融資を含む）

等を受けている場合、その債務の履行を怠り又は滞っているもの。ただし、債権者

が認めた返済計画があるものを除く。  

 ウ 法人の役員等が、暴力団等の反社会的勢力であるもの。また、反社会的勢力と関係

を有しているもの。  
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（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費は、次に掲げる経費及びその他知事が必要かつ適当と認

める経費とする。 

設備の種類 補助対象経費 

（１）再生可能エネルギー発電設備  

 

 

（ 

ア 自ら設置する場合 

発電装置、電力変換装置、配線、キュービクル等付属

設備、設置工事費等事業を実施するにあたり直接必要

な経費で必要最小限のもの 

イ ＰＰＡモデル 

ＰＰＡ契約において、第３者が設置する発電装置、電

力変換装置、配線、キュービクル等付属設備、及び設

置工事費のうち、補助申請者が負担する経費 

（２）蓄電設備 
蓄電池本体、付属設備、設置工事費等事業を実施する

にあたり直接必要な経費で必要最小限のもの  

（３）再生可能エネルギー 

熱供給設備 

バイオマスボイラー、地中熱等の熱供給設備、付属設

備、設置工事費等事業を実施するにあたり直接必要な

経費で必要最小限のもの 

 

（補助交付額等） 

第６条 補助金の交付額及び限度額は予算の範囲内で、次のとおりとする。ただし、発電

設備の出力は太陽光パネル等の発電出力とパワーコンディショナー等変換機器の出力を

比較して低い方とする。なお、千円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた金額と

する。 

 

補助対象設備 

設備の種類 補助交付額 限度額 

（１）発電設備  

設置する発電設備の出力（kW）に 10 万円

を乗じて算出した金額と補助対象経費の

総額を比較していずれか低い金額  

3,000 万円  

（２）蓄電設備  

設置する蓄電設備の容量（kWh）に 10 万円

を乗じて算出した金額と補助対象経費の

総額を比較していずれか低い金額  

1,000 万円  

（３）熱供給設備  

設置する熱供給設備の出力（1,000kcal/h）

に 6 万円を乗じて算出した金額と補助対象

経費の総額を比較していずれか低い金額  

1,000 万円  
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（補助要件） 

第７条 本事業がエネルギーコスト削減を目的としていることを踏まえ、それぞれ次の条

件を満たすこと。 

（１）共通する要件 

ア 自らの事業に使用する目的で新品の設備を設置すること。  

イ 電気料金または燃料費削減の効果が期待できること。  

ウ 排出する二酸化炭素削減により競争力の向上が図られること。  

エ 補助事業実施期間終了後の５年間にわたり発電状況や電気料金削減の状況を報告

すること。 

オ 補助事業実績の公表について協力すること。  

カ 県の実施する他の補助事業の対象となる事業でないこと。  

キ 設置する設備は技術的に確立されており、社会実装されているものであること。  

ク 設備の設置にあたり、法令や各自治体が定める条例、ガイドライン等を遵守する

とともに、騒音、日照等、近隣住民や自然環境に十分配慮すること。  

ケ 本事業において各種設備の導入を行うにあたり、次のガイドライン及び指針に十

分留意すること。 

（ア）責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン  

（令和 4 年 9 月 ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省

庁施策推進・連絡会議） 

（イ）持続可能な社会の実現に向けた行動指針 

（令和 4 年 1 月 一般社団法人 太陽光発電協会） 

（２）発電設備設置の際の要件  

ア 発電した電力の自家消費を目的とするもので、売電しないもの。  

イ 電力の需要場所が県内であること。  

ウ 電力の需要場所において発電する設備もしくは自己託送の活用により県内の他所

から需要場所に電力を供給する発電設備であること。  

エ 発電した電力の環境価値が補助申請者に帰属するものであること。  

オ 補助対象設備が別表の処分制限期間が経過するまで、補助事業により取得した温

室効果ガス排出削減効果（環境価値）について  J-クレジット制度への登録、グリ

ーン電力証書の発行などによって、他者に環境価値を移転させないこと。ただし、

県が認めた場合はこの限りではない。  

カ ＰＰＡモデルの場合は、補助対象設備の法定耐用年数が経過するまでに、補助申

請者と第３者であるＰＰＡ事業者との契約で、補助金額相当分（全額）がサービ

ス料金から還元、控除されるものであること。 

キ 太陽光発電設備においては出力 10kW 以上であること。  

ケ 太陽光発電設備については、太陽光発電システムを構成するモジュールが、一般

財団法人電気安全環境研究所（ＪＥＴ）が定める JETPVm 認証のうち、モジュ
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ール認証を受けたものであること若しくは同等以上であること又は国際電気標準

会議（ＩＥＣ）の IECEE-PV-FCS 制度に加盟する認証機関による太陽電池モジ

ュール認証を受けたものであること（認証の有効期限内の製品に限る。）。  

（３）蓄電設備設置の際の要件  

ア 自家消費するための電力の調整のために用いるものとし、売電用の電力の調整に

は使用しないこと。  

イ 蓄電設備のみを設置する場合は既に太陽光等の自家消費型発電設備を設置してい

ること。 

ウ 蓄電池が、類焼の安全性に関する類焼試験（JISC 8715-2、IEC62619 等）に適

合していること。 

エ 蓄電池のみを設置する場合、既存の再生可能エネルギー発電設備が生み出した環

境価値について J-クレジット制度への登録、グリーン電力証書の発行などによっ

て他社に環境価値を移転させないこと。ただし、県が認めた場合はこの限りでは

ない。 

オ 定置式の蓄電設備であること。  

カ 容量 10kWh 以上の蓄電設備であること。  

 

（４）熱供給設備設置の際の要件  

ア 熱の自家消費を目的とするもので、他者へ供給しないもの。  

イ 再生可能エネルギー熱を活用するにあたり、熱交換器、ヒートポンプ等の機器の

導入を伴うもの。 

ウ バイオマスを利用する熱供給設備の場合は、バイオマス依存率が６０％以上であ

ること。 

 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、知事が定める日までに要綱第２第１項に基

づく補助金等交付申請書を知事に提出すること。 

２ 要綱様式第２号の別に定める事業実施計画書は、本要領様式第１号のとおりとする。 

３ 要綱第２第２項（３）のその他別に定める書類は次のとおりとする。  

（１）誓約書（本要領様式第２号）  

（２）全部事項証明書 

（３）直近決算期の決算書類（貸借対照表、損益計算書）  

（４）見積書及び設置する設備の仕様書等  

（５）設置場所を説明する書類（地図、図面等） 

（６）ＰＰＡモデルの場合は、補助金額相当分がサービス料金から還元、控除されるこ

とを説明する書類 

４ 補助対象事業者は、第１項の補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金等

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及



 

 
5 

び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕

入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額の合計額に補助率を乗

じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請

しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでない

ものについては、この限りでない。  

５ 各様式の提出先はクリーンエネルギー産業振興課とする。  

 

（補助金の審査及び交付決定）  

第９条 前条により申請された事業は、設置する再生可能エネルギー設備の種類、出力、

容量等により審査を行い、知事が交付を決定する。  

２ 交付については要綱第３に基づくほか、交付の決定に際し、知事は計画の一部の修

正を命じ、又は条件を付すことができる。  

３ 知事は、第１項による審査で交付が決定した際は、要綱第４に基づき速やかに書面

により通知する。 

４ 交付決定前の事業着手は認めない。  

 

（交付の取消し） 

第 10 条 知事は、前条第１項により交付を決定した者が次の各号のいずれかに該当する場

合は、交付を取り消すことができる。  

（１）交付決定された事業を確実に実施することができないと認められるとき。  

（２）偽りその他不正な手段により交付決定されたとき。  

（３）何らかの法令、条例等に違反していると判明したとき。  

 

（債権譲渡の禁止） 

第 11 条 補助事業者は、要綱第４第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全

部又は一部を知事の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。 

 

（実績報告） 

第 12 条 補助事業者は、要綱第６第１項に基づく実績報告書を知事に提出すること。 

２ 要綱様式第２号の別に定める事業実績書は、本要領様式第３号のとおりとする。 

３ 要綱第６第２項（３）のその他別に定める書類は、次のとおりとする。 

（１）債務の発生事実及び支払いにあたって作成または取得した一切の書類 

（２）ＰＰＡモデルで発電設備を設置した場合、ＰＰＡに関する契約書 

（３）第７条（３）イに該当する場合は、既に太陽光等の自家消費型発電設備を設置し

ていることを証明する書類 

４ 補助事業者は、第８条第４項ただし書の規定により交付申請した場合は、第１項の

実績報告書を提出するに当たり、補助金等に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場

合には、これを減額して報告しなければならない 
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（年度報告） 

第 13 条 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する年度の翌年度から５年間、各年度

終了後１ヵ月以内に、本要領様式第４号により知事に報告しなければならない。 

 

（財産の管理等） 

第 14 条 補助事業者は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意

をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならな

い。 

２ 補助事業者は取得財産等について、本要領様式第５号を備え管理しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第 15 条 要綱第８に基づき財産処分を行う場合において、本事業により導入した設備の設

置完了後、別表に定める処分制限期間中は処分を認めない。当該期間内での処分に至っ

た場合、知事は、財産を取得するために支出した経費の中で、補助金の返還を補助事業

者に対して命ずることができる。返還額に関しては、下記のとおりとする。ただし、天

災地変その他補助事業者の責に帰すことができないと認められる場合は、この限りでは

ない。 

（１）補助事業者に財産の処分による収入金があったとき、当該収入金又は当該財産の

残余価格のいずれか高い額に対して当該財産に係る補助金の額の占める比率を乗

じて得た額を上限とする。 

 （２）補助事業者に財産処分による収入金がないときは、当該財産の残余価格に対して

当該財産に係る補助金の額の占める比率を乗じて得た額を上限とする。  

 

別表 処分制限期間 

種別 期間 

太陽光発電（建物の附属設備ではない場合）  17 年 

太陽光発電（建物の附属設備の場合）、  

風力発電、水力発電、地熱発電、バイオマス発電、太陽熱利用、

地中熱利用、地熱利用、バイオマス利用  

15 年 

蓄電池 6 年 

 

（その他） 

第 16 条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附則 

 この要領は、令和８年２月２日から適用する。 


